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１．はじめに
２０１２年末に行われた第４６回衆議院議員総選挙により安倍晋三氏が率いる
自由民主党が勝利し，金融緩和を標榜する「アベノミクス」が注目された１）。
その結果，安倍自民党政権成立前から円安傾向に為替相場が推移した。それ
までの日本の産業構造であれば，円安が進むと輸出が促進されると想定され
た。しかし輸出は期待よりも進展せず，２０１１年３月１１日の東日本大震災後
に起こった福島原子力発電所事故の影響により，エネルギー政策が転換し火
力発電の為の天然ガスや原油などの化石燃料が輸入増となったことから貿易
赤字が増大し，経常収支赤字が顕在化することになった。
その後も円安為替相場が継続しても輸出は期待通りに伸びず，産業構造が
変化したと言われる（内閣府，２０１６，１４～１５頁参照）。しかし，TPP協定が
妥結・署名され，輸出振興策が図られようとする状況下２），本稿では，輸出
アベノミクス以降における
中小製造業の間接輸出の意義
自動車用補修部品（懸架用コイルばね）を事例として
１）アベノミクスとは当初，①大胆な金融政策，②機動的な財政政策，③民間投資を
喚起する成長戦略，以上３つの政策を「３本の矢」と称した。その後，２０１５年９
月に改定され，①強い経済，②子育て支援，③社会保障，以上３つを新３本の矢
としている。
２）２０１６年現在の日本の政策方針を示す『日本再興戦略２０１６年版』では，KPI
（Key Performance Indicator：政策群ごとに達成すべき成果目標）を設定し，
２０２０年までに意欲ある中堅・中小企業による輸出額を，２０１０年の１２．６兆円の２
倍を設定している。現時点での達成状況は，１３．８兆円（２０１３年度）となってい
る。『日本再興戦略２０１６』本文２１０頁。
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中小製造業への実態調査を通して間接輸出の持つ意義について探索的な分析
を行うことを目的とする。
以下第２章では，問題の所在をより明らかにした上で，第３章において，
輸出中小企業に関する先行研究を整理し，本稿の課題を設定する。第４章で
は，調査方法を示した上で，事例の詳細を明らかにする。なお，調査方法
は，定性的調査（企業に対する聴き取り調査と関連文献資料調査）を採用す
る。第５章では，調査対象となる自動車用懸架ばねの輸出に関して統計的な
整理を行い，間接輸出の明確化を試みる。第６章では第４章及び第５章の調
査内容を踏まえつつ，現時点における間接貿易の意義について考察する。最
後におわりにとして本稿における議論のまとめを行い，課題を述べる。そし
て，先行研究に対してインプリケーションを提示する。
２．問題の所在
２．１ 我が国の経常収支
日本の経常収支が，２０１３年の第四四半期に統計的に比較可能な１９８５年以
来初めて赤字を記録した３）。これは，１９７９～８０年の第２次石油危機以来のこ
とであったことから，公表された２０１４年３月以降しばらく，数多くの議論
がなされた４）。経常収支はその後２０１４年に，現行統計が始まった１９８５年以
降の最小の水準にまで落ち込んだが，原油安などの資源安の影響で貿易収支
が改善し黒字を維持している（図１参照）５）。
２．２ 国際収支の発展段階説
図１から明らかなように，２０１０年以降における経常収支黒字は，第一次
所得収支の寄与が大きい。第一次所得収支は，対外金融債権・債務から生じ
３）財務省 国際収支総括表：s-１-３ 国際収支総括表【四半期】参照。
４）水野（２０１４），「大機小機 経常赤字は悪いのか」『日本経済新聞』２０１４年３月１４
日朝刊。「大機小機 国際収支の構造変化」『日本経済新聞』２０１４年５月２１日朝
刊等。以下，日付・朝刊・夕刊・電子版の表記の場合は，特に断りがなければ全
て『日本経済新聞』。
５）「経常収支，稼ぎ頭交代 輸出から海外配当収入へ」２０１５年２月１０日電子版。
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る利子・配当金等の収支状況を示すが，主な項目として直接投資収益（親会
社と子会社との間の配当金・利子等の受取・支払）や証券投資収益（株式配
当金及び債権利子の受取・支払）がある。所得収支の黒字は，１９８０年代よ
り徐々に拡大し，２０００年代中盤には貿易黒字を上回る水準となった。この
ことは，世界規模で経済経営活動の相互依存が進んだ状態である経済のグ
ローバル化（浅川，２００３，２頁）の進展によって，海外直接投資を行う企業
の増加との関連が深い。
国際収支がこれまでの様相を変化させると，Crowtherの国際収支の発展
段階説がしばしば取り上げられる（中野，２００５；小峰，２０１３）。図２の中で
現段階の日本は，「Ⅴ 成熟した債権国」の段階にあるといえよう６）。
小峰（２０１３）は，経常収支自体が「それほど重要な経済政策上の目標とは
考えられていない」（２３２頁）と指摘し，「経済の発展段階で国際収支構造が
変わるのも，一国全体が，時間の経過に従って，所得と支出のタイミングを
６）中野（２００５）は２００５年当時，日本国が「成熟した債権国」へと進んでいくのか
ということについては，慎重に検討する必要があるとした。２００５年はリーマン・
ショック前のアメリカ国内のバブル景気により，日本経済が輸出とそれに伴う設
備投資により戦後最長の景気拡大期間であったので，このような判断になったと
推測される。
図１ 経常収支の推移
出所：財務省 国際収支総括表（暦年：１９９６～２０１５年）から筆者作成。
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ずらしているからこそ生じる現象」（２３２頁）であり，「輸出と輸入が両建て
で増えていくことこそが国民福祉を高める」（２３４頁）とする。
一方，山田（２０１３）は，経常収支が赤字化することが財政ファイナンスに
対して大きく影響していくことに注目し，日本の財政が先進国の中でも突出
した債務残高比率を有していることから，経常収支黒字を維持することの重
要性を説く（３２頁）。そして，「①耐久消費財部門の海外生産のシフトを促
して，海外生産・利益還元モデルによりサービス・所得収支を増やす。②資
本財・高度部品・素材分野の国内生産・輸出モデルを維持して貿易収支の大
幅赤字化を防ぐ。③エネルギー消費抑制・エネルギー効率引上げ・エネル
ギー単価引下げにより化石燃料輸入を減らし，貿易収支の大幅赤字化を抑え
る。」という３つの指針の日本型の「製造業主導の投資立国」モデルを提示
する（５２～５３頁）７）。
２．３ リーマン・ショック後の日本の輸出状況
世界経済の実質成長率は，２０１１年以降，新興国及び発展途上国を中心に
７）製造業を重視する見解は，『ものづくり白書２０１５年版』２９～４５頁においても触
れられている。
図２ 国際収支の発展段階説
出所：財務省財務総合政策研究所研究部（２０１２）２０１２年１１月１５日資料。
元資料：Crowther（１９５７）「Balance and Imbalances of Payments」
『通商白書２００６年版』第３章第４節２３７頁。
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伸び幅が縮小している（『中小企業白書２０１６年版』２１～２２頁）。その中で，
倉知・安藤・庄子（２０１５）によると日本の輸出は，「リーマン・ショック以
降，勢いを欠く状態が続いてきた」（１頁）という。その背景には，①世界
的な貿易活動の伸び悩みという世界共通の要因に加え，②情報関連分野にお
ける趨勢的な競争力の低下，③日本が比較優位を持つ資本財におけるグロー
バル需要の弱さ，④自動車を中心とした現地調達の拡大を伴う海外生産の加
速，といった日本固有の構造的な要因を含む様々な変化が，複合的に作用し
ているとする（５頁）。
２０１５年の品目別輸出額を見ると，輸出金額の総額は，７５．６兆円であり，
輸送用機器（自動車，自動車の部品，船舶，二輪自動車等：１８．１兆円），一
般機械（原動機，金属加工機，ポンプ・遠心分離機等：１４．４兆円），電気機
器（半導体等電子部品，電気回路等の機器，電気計測機器等：１３．３兆円），
その他（科学光学機器，写真用・映画用材料等：９．８兆円），原料別製品
（鉄鋼，非鉄金属：９．２兆円），化学製品（プラスチック，有機化合物：７．８
兆円）で，９６％ を製造業が占めている（『財務省貿易統計』対世界主要輸出
入品の推移）８）。
『中小企業白書２０１６年版』によると，直近の輸出額の増加は，輸出数量
が増加した訳ではなく，輸出価格の上昇が影響しており，輸出価格は２００７
年から徐々に高付加価値化が進み，輸出価格の上昇が起きているとする（２０
頁）９）。しかし以上のような製造業の輸出を主として担うのは，自動車産業や
化学など素材産業の大企業が中心であり，大企業はこれまで海外事業展開を
図ってきた。本稿の注目する中小製造業の占める割合は決して大きくな
い１０）。
８）食料品の輸出額は０．６兆円で大きくない。しかし，２０１４年から２０１５年にかけて
２４．３％ も伸びており，注目されていることは記載すべきであろう。なお，日本
の貿易構造から製造業企業の動向について述べた研究として野北（２０１４）がある。
９）大木（２０１４）（２０１５a）（２０１５b）も同様の指摘を行っている。
１０）丸山（２０１２）は，「中小企業性製品」の生産と貿易に注目している。「中小企業性
製品」の２００１年から２０１０年までの輸出額は，全品目の輸出額に占める比率の
３．５％ 前後で推移していると指摘する（７１頁）。「中小企業性製品」とは，中小企
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２．４ TPP協定の動向
２０１５年１０月５日米国アトランタにて，TPP協定（Trans-Pacific Partnership：
環太平洋パートナーシップ協定）の交渉が妥結し，２０１６年２月４日ニュー
ジーランドのオークランドにて加盟国により署名がなされた１１）。本稿執筆時
（２０１６年８月）時点でも，様々な環境変化（アメリカ合衆国大統領選挙動向
等１２））により，TPP協定参加国，なかでも大きな影響力を有する日米の議会
において，TPP協定が承認され発効しえるかどうかは，多分に不確実性を
含んでいる１３）。しかし少なくとも日本が，TPP協定の掲げる新たな経済秩序
を受け入れることで，国内の制度や産業構造が変化し，新たな成長を指向す
る可能性はある（伊藤，２０１５）１４）。
業による出荷が大きな割合を占めるような製品を指し，中小企業が主たる生産者
である業種であるとする（６３頁）。「中小企業性製品」という捉え方は，中小企
業庁によって示されたものであるが問題があり，丸山（２０１２）はその問題を修正
し扱っている（６６頁）。なお，中小企業庁による中小企業性製品を扱う統計「規
模別輸出額・輸入額」は，２０１２（平成２４）年１２月分をもって廃止されている。
１１）なお，TPP成立に関して批判的な見解を述べる金子・児玉（２０１５）や，TPP成
立後の影響を考察する日本経済新聞社編（２０１５），伊藤（２０１５）も参照の事。作
山（２０１５）は，TPP交渉参加決定（２０１３年３月安倍晋三自民党政権時）までの
日本政府内におけるプロセスを，政治学の視点（「政府内政治モデル」）から分析
した。そこでは，１９９４年にNAFTAが設立され，それまでのGATTからWTOに
つながる多国間の枠組み以外での取り組みが加速した事，そして２１世紀に入っ
て日本で起こった政権交代が，TPP交渉参加に影響を与えたとする。
１２）「TPP反対強調 トランプ氏 経済政策で演説」２０１６年８月９日夕刊，「TPP反
対を明言 クリントン氏 承認不透明に」２０１６年８月１２日夕刊，「自由貿易に
『負の連鎖』も」２０１６年８月１３日朝刊。
１３）第２４回参議院議員通常選挙後の２０１６年８月３日に発足した第３次安倍第２次改
造内閣の経済閣僚へのインタビューでは，TPP早期承認を目指すとしている
（「TPP早期承認に全力 新内閣の経済閣僚に聞く」２０１６年８月５日朝刊）。アメ
リカ合衆国の通商代表も同様の考えのようだ（「米，TPP承認厳しく 通商代表
は年内決着強調」２０１６年７月２１日朝刊）。
１４）伊藤（２０１５）は，市場の論理が徹底されることとグローバル化の進展とは同義で
あると認識しているようだ。グローバル化により国内の制度が変化し効率化が進
むことで，市場の論理がさらに推進される。岩井（２０１５）は，市場の論理が徹底
される事は同時に，不安定さが増すことを指摘する。２０１６年までの数年におけ
る金融市場（市場の論理が最も徹底した状況）では，２０世紀には考えられな
かった変化が，数ヶ月ごとに起こっている。例えば，２０１６年年始からの円高・
株安は，１９８５年に起こったプラザ合意とほぼ同じ変化であるが，筆者が担当す
る講義（「中小企業論」）で取り扱うエポックメイキングな出来事（プラザ合意）
とは，もはや同列には扱えない。
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TPP協定がもたらす主な中小企業へのメリットとして考えられるのは，
①工業製品を中心とした関税撤廃や②原産地規制の「完全累積（複数の締結
国において付加価値を足し上げる）制度」の導入（生産国が複数国にまた
がっていてもTPP参加国内で生産された物品であれば，「メイド・イン・
TPP」と見なされ，関税の優遇措置を受けられるため，「居ながらにしての
海外展開」が可能）に加えて，③投資・サービスの自由化の３点（柿沼・東
田，２０１６，３４頁）が挙げられる。現時点では，中小企業の輸出増加による
影響は決して大きくないが，今後輸出を担う中小企業，輸出中小企業に改め
て注目する必要がある。
３．先行研究の整理と課題の設定
３．１ 輸出中小企業と構造的視点
輸出中小企業という表現は，１９５３年の『大阪商工会議所調査情報』第７
号に出てくる１５）。明治期における前田正名の『興業意見』を中小企業政策の
萌芽と見なす１６）と輸出中小企業の存在が注目される時期は明治まで遡ること
ができるが，戦後以降では，ニクソン・ショックとその後の変動為替相場制
への移行による為替変動によって影響を受けた輸出産地の対応をまとめた研
究として，大阪府立商工経済研究所（１９７４）や，藤井（１９８０）が挙げられ
る１７）。
近年の中小企業研究に焦点を移そう。２０１０年以降の日本中小企業学会論
１５）国立国会図書館の書誌情報によると，大阪商工会議所（１９５３）『大阪商工会議所
調査情報』第７号が最初となっている。
１６）江戸幕府末期から明治維新前後日本は，開国・開港により，外国資本による貿易
支配に伴って輸入超過，外債累積，完成品輸入と原材料輸出，金貨流出など様々
な弊害があった。「商権の回復」をめぐって明治初期から，「直輸出論」と「対等
取引論」という２つの視点があった（海野，１９６７，６８～９０頁）。特に，前田正名
もその立場であった「直輸出論」に関する議論は，現在の貿易振興策を考える上
でも有益であると考える。前田正名は，１８８１年（明治１４年）の政変により政策
決定の中枢から離れたのち，１８８４～１８８５年（明治１７～１８年）にかけて『興業意
見』を編纂する。
１７）戦後直後から，「輸出中小工業」としての調査・研究が多数存在するが，本稿で
は藤井（１９８０）を戦後からの調査・研究の総括として捉える。
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集に注目すると１８），中小企業による海外事業展開，なかでも海外直接投資，
および進出先国の経済実態を取りあげる研究がある。
これまで経済のグローバル化というキーワードの元に多数の中小企業研究
が行われてきたが，「構造的視点」から整理すると，２０１０年以降は以下の３
つの点で整理できるだろう。第一は，中小企業自身が海外事業展開を図ろう
とする行動に注目する研究である（中小企業の行動）。第二は，進出国にお
いて中小企業が直面する変化についての研究である（進出後の変化・課題）。
そして第三は，グローバル化がもたらす影響として「空洞化」が問題視され
たことから，中小企業の海外事業展開が国内構造に与える影響について注目
する研究である（国内構造に対する影響）１９）。
第一の視点である中小企業の行動についての研究では，マーケティングの
観点から中小企業の行動（輸出・海外直接投資）を分析した丹下（２０１２）
や，企業間連携に注目し海外直接投資を扱った関（２０１３），同じくタイに進
出する企業に対してタイ政府が実施した金融支援について述べた竹本
（２０１０）が挙げられる２０）。
第二の視点である進出後の変化・課題についての研究では，中国・インド
における日系自動車産業の現地生産に着目し，「深層現調化」と呼ばれるこ
れまで国内から輸出を行っていた部品が現地調達に切り替わっていく点を示
した清（２０１３）や，中国における自転車産業を取り上げた駒形（２０１４），ベ
トナムに進出する中小企業が直面する課題を扱った前田（２０１４）がある。
そして第三の視点である国内構造に対する影響についての研究では，海外
直接投資が，限定的ではあるが国内における競争力強化の要因となるとした
１８）２００９年までの研究レビューについては，中小企業総合研究機構編（２０１３）を参
照のこと。
１９）伝統的な産業組織論における「構造―行動―成果パラダイム」を参考にしてい
る。なお，「構造的視点」とは，柳川（２００１）における「市場構造」であり，垂直
的統合・系列に相当する（１３３頁）。さらに本稿では，産業集積についても「構
造的視点」に含む。
２０）中小企業学会論集には含まれないが，山本・名取（２０１４a）（２０１４b）は，経営
者の意思決定そのものに注目し分析をしている。
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浜松（２０１３）や，国内事業に成長をもたらすメカニズムにまで言及した藤井
（２０１４），さらに，進出した海外拠点における顧客からの紹介で国内顧客が増
加する「ブーメラン効果」に着目し海外直接投資が国内構造に正の影響を与
えるとした山藤（２０１４）がある。
第三の視点における研究は，国内構造への言及を行っているもののやはり
焦点は企業の行動が中心になっている。上述の浜松（２０１３）は，地方都市型
産業集積としても注目される長野県諏訪地域を研究対象として取り上げてい
るが，明らかにされる範囲は企業の行動に留まっている。関（２０１５）は，さ
らに論考を進め産業集積への影響まで捉えようと試みている。
以上のように２０１０年以降における中小企業研究において，海外事業展開
とは海外直接投資として捉えることが多く，輸出に関する研究は多くない。
２００８年のリーマン・ショック以降に急激に進んだ円高為替による交易条件
の悪化によって，輸出から海外直接投資へと向かわざるを得ない状況があっ
たことも大きな要因であろう。しかし，中小企業研究において渡辺幸男の構
造的視点による一連の研究が方向性を示したとも考えられる。
プラザ合意以降，日本における国内完結型生産構造が転換（渡辺，１９９７）
し，東アジア大の分業体制構築へと生産構造の地理的範囲が拡大していく過
程において，その変化を追うことが中小企業研究の主要な対象となってきた
（渡辺，２０１１）。最新の渡辺（２０１６）では，地理的範囲拡大の結果，重要な生
産拠点である中国に研究対象を限定しており，もはや中小製造業を研究する
地域として，日本は渡辺幸男の焦点に含まれていない。このような認識は，
組織論・戦略論における企業の国際化発展段階説２１）において，日本国内の製
造業がもはや，大企業，中小企業共に海外直接投資の段階にあり，主要な研
究対象は進出先国の状況となっていることを示すのであろうか。
浅川（２００３）によると国際化発展段階説は，第１段階：間接輸出，第２段
２１）より正確には，多国籍企業の国際化発展段階説である。多国籍企業の国際化に
は，国内事業で競争力を培った上で（国内市場で販売量・生産量が共に伸長），
国際化（海外市場開拓）を図り，一連の発展段階をとると考えられてきた（ルー
ト，１９８４，３３頁）。
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階：直接輸出（海外での自社販路の開拓，現地販売子会社設立），第３段
階：現地生産（部品の現地組立て，生産），第４段階：現地生産（新製品の
現地生産），第５段階：地域・グローバル経営となる（５２頁）。しかし近年，
「ボーン・グローバル企業」と呼ばれる「本国で創業後わずかな間に海外展
開を行ったり，最初から海外市場を狙って起業したりする企業」が現れてき
ており（中川，２０１５，２１０～２１１頁），国際化発展段階説自体が捉え直される
時期にあるのかもしれない２２）。
しかし国内企業は，中小企業も含め輸出に対して意欲を失ったわけではな
い。アベノミクス以降の円安為替相場を受けてか，日本貿易振興機構海外調
査部（２０１６）によると，今後（３年程度）の輸出方針について，「輸出の拡
大をさらに図る」企業が前年（２０１４年：筆者補足）の６６．２％ から７４．２％
と過去５年間で最も高い比率に上昇し，「新たに取り組みたい」企業（１０．７％）
と合わせると８４．９％ の企業が輸出拡大に積極的な姿勢を示している。企業
規模別では，大企業で８１．８％ の企業が輸出の拡大を図ると回答し，中小企
業でも７２．５％ に達している。日本貿易振興機構海外調査部（２０１６）の調査
対象企業は，「海外ビジネスに関心が高い日本企業」であることから，日本
企業全体の平均より高い数値が出ると推測されるが，輸出拡大を図ろうとす
る傾向はより強まっている２３）。
遠原（２０１２）は国際化発展段階説を，大企業を中心としたモデルであり，
中小企業にとって「適切な国際化」（２２頁）段階の可能性を指摘する。しか
し，海外事業展開を行う中小企業の業績が，海外事業展開を行わない企業よ
りも良いことから，「海外需要の取り込みは焦眉の課題」（２５頁）とする。
２２）長谷川（１９９８）は「提携」という視点から，国際化のそれぞれの段階を中立的に
「海外市場アクセス方法」として捉えており（３１-３３頁），山本・名取（２０１４a・
b）では，長らく国内市場で活動していたが，突然国際化を思考・実現させる
「ボーン・アゲイン・グローバル企業」に注目している。
２３）吉原（２０１５）は，本稿で注目するアベノミクス以降の円安を受けて，「輸出から
海外生産への戦略シフト」から「輸出から海外生産への戦略シフトの停止ないし
速度制限」という国際経営戦略の方向転換を指摘する（４～５頁）。
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３．２ 課題の設定 間接輸出への着目
本稿では国内に立地し，輸出を行う存在について注目する２４）。国際化発展
段階説の「初期段階」である輸出を取り上げた研究では，中小企業による直
接輸出に注目した研究として岩佐（２０１３）がある。中小企業基盤整備機構経
営支援情報センター（２０１３）は，輸出について「直接輸出」と「間接輸出」
に区分し，データとして扱える直接輸出に焦点をあて分析している。間接輸
出を対象としない理由として，①実態の把握が困難，②既に多くの中小企業
によって長期にわたって実施されてきていること，を挙げる。特に②に関し
て，「ただし親企業の海外進出やグローバル調達の進展により，近年間接輸
出向けの部品・半製品や委託加工の発注が急速に減少しつつあり，下請中小
企業者等に国際化をはじめとする対応を迫っている」（中小企業基盤整備機
構経営支援情報センター，２０１３，５頁）と指摘する。直接輸出を重視した研
究といえよう。『中小企業白書２０１６年版』も直接輸出のみを分析している
（１６８～１６９ページ）。
一方，日本政策金融公庫総合研究所（２０１６）は，直接輸出と間接輸出とも
に注目して調査を実施し，輸出を契機として如何に中小企業が変革したかに
ついて整理している。企業の行動に関する研究と言える。
以上のように，間接輸出を掘り下げた研究はまだ少ない２５）。そこで本稿で
は，間接輸出に注目する。直接輸出は，企業が自己又は自社名義で通関手続
２４）海外直接投資をせずに国内に留まることについての研究として，森岡（２０１４）が
ある。森岡（２０１４）は，海外展開しない中小製造業の国内立地の条件を，従来型
定量分析の補完が期待される手法（テキストマイニング）を採用し分析を行って
いる。なお，森岡（２０１４）の示す海外展開には，輸出は含まれていない。森岡
（２０１４）が注目する中小製造業の販売先に，間接輸出を行っているのかまでの言
及はない。
２５）日本企業の国際化を理解するうえで基本となる情報を調査している『企業活動基
本調査』は「直接輸出」のみしか計上しておらず，これまで日本における企業の
輸出の実態を明らかにしようとしてきたほとんどすべての研究は，商社を通じた
間接的な輸出について扱ってこなかった（田中，２０１５，１４８頁参照）。なお，卸
売業の「直接輸出」を分析したものに，『中小企業白書２０１２年版』（７２～７３頁），
中小卸売業を対象とした研究には商工総合研究所（２０１６），日本政策金融公庫総
合研究所（２０１４），中小企業金融公庫総合研究所（２００６）がある。
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を行う輸出を指し，間接輸出は，輸出相手は分かっており国内の商社や卸売
業者，輸出代理店を通じて行う輸出を指す（『中小企業白書２０１０年版』１５２
頁脚注）２６）。直接輸出が，独自で輸出を実施するのに対し，間接輸出は，商
社などとの相互関係が存在する。個々の中小企業の行動を超えて，商社との
企業間関係に注目する点で，本稿は「国内構造に対する影響」に関する研究
として位置付けている。
政策として輸出中小企業を今後増加させる上でも，間接輸出を行う企業の
事例を深掘りすることで間接輸出の持つ意義を明らかにすることは有意義で
あろう。具体的な課題としては，
１）間接輸出実施企業事例の把握
２）間接輸出の統計的把握
３）間接輸出成立について，事例に基づく論理的説明（構造的視点）
４）間接輸出の意義の明確化
４点について，以下で明らかにしていく。
４．事例研究 間接輸出・直接輸出を実施している企業の実態
４．１ 方法論
２０１４年５月２８日（水）～３０日（金）にインテックス大阪（大阪市住之江区）
で開催された中小企業総合展 in Kansai に，筆者は指導学生とともに参加し
た。そこで，近年輸出を伸ばしている企業の情報を得て調査を開始した２７）。
調査方法は，聴き取り調査を採用し，調査時間は，２０１４年８月５日（火）に
およそ３時間（工場見学を含む），それからほぼ１年後の２０１５年９月８日
（火）におよそ１時間半の合計４時間半である。聴き取り方法は，半構造化イ
ンタビュー形式を採用した。調査が２度に渡ったのは，以下でも触れるが，
２６）吉原（２０１５）では，デジタルカメラに組み込まれた電子部品をも間接輸出として
捉えるこ

と

も

あ

る

（６９頁参照：傍点筆者）とする。中小企業基盤整備機構経営
支援情報センター（２０１３）が想定する間接輸出も同様と想定されるが，本稿では
この見方を可

能

な

限

り

排

除

し

た

い

。
２７）２０１４年８月５日フィールド・ノーツ。当時３年生であった中西喜仁君が得た情
報である。
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図３ 大阪バネ工業の近年の売上高の推移
出所：『eol 日本の企業１００万社デ ターベース』及び『２０１６帝国デ ターバンク会社年鑑第９６
版』より筆者作成。
その間に海外における経済環境変化が起こったこと，そして関連情報の収集
を行った上で，確認を行うことを意図したものである。
４．２ 事例の提示
大阪バネ工業株式会社の概要２８）
創業 １９３３（昭和８）年３月５日
設立 １９５３（昭和２８）年１０月１日
資本金 ３，２００万円
従業員 ５０名（アルバイト３名）１シフト
取扱品目
自動車用コイルばね
建設機械・輸送用機械・バルブ・その他
精密機械小物ばね・産業機械用ばね・F.Cライナー
大阪バネ工業株式会社（以下，大阪バネ工業）の販売割合は，主として自
動車用コイルばねであり，輸出（５０％），国内（２５％）となっている。それ
以外は産業用（２５％）となっている。
２８）２０１４年８月５日フィールド・ノーツ
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図４ 大阪バネ工業の製造品および販売品
出所：大阪バネ工業Webページ
大阪バネ工業の製造品：「優良部品」
大阪バネ工業が製造する自動車用コイルばねは，図４左側のような形状を
しており，図４右側のように他の部品（ショックアブソーバー等）と共に一
組となって，販売される場合もある。
大阪バネ工業が製造する自動車用コイルばねは，懸架用コイルばねと呼ば
れる。懸架装置とは，サスペンションシステムを指す。「タイヤの上下動や
操舵に伴う姿勢を定め，かつ荷重を分散して路面からの衝撃，振動を弾力的
に吸収して車体と積み荷を安定的に懸架し，乗員を安全快適に保護するとと
もに，クルマの走行安定性，操縦性を確保する重要な役割を担う。懸架装置
の構成要素は，ばねとリング機構からなる懸架ばね，振動減衰，および姿勢
制御などの補助装置に大別」（飯田一編，２００３，３４４頁）２９）される。簡単に言
えば，「自動車が，タイヤから伝わる路面の凸凹による衝撃を緩衝する装置
のことを示す」（蒲，２００８，１２３頁）。コイルばねは，路面からの衝撃や振動
を緩和し，生じた振動を減衰させる働きを担うものがショックアブソーバー
と呼ばれる。
自動車の性能において非常に重要な部品である懸架用コイルばねである
が，供給ルートとして２種類存在する。自動車メーカーの組立工場において
２９）懸架方式についての説明は，省略した。
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新車に組み付けられる「組付部品」と，自動車ユーザーが購入後に行う車検
や整備，修理，機能向上などに使用する「補修部品」に区分される。さらに
補修部品には，自動車メーカーのブランドで供給される「純正部品」と，部
品メーカーが独自ブランドで供給する「優良部品」がある。純正部品は基本
的に自動車組立工場における組付部品と同じであり，組付部品を求める整備
市場のニーズに対応したものである（経済産業省製造産業局自動車課，
２０１４，８頁）。
大阪バネ工業が製造・販売する製品は，特に機能向上に対する需要
（チューニング・チューンアップ・ドレスアップ）に基づく「補修部品」で
あり３０），かつ「優良部品」に位置付けられる。
大阪バネ工業が製造・販売する自動車用コイルばね製品には，４つのカテ
ゴリーが設定されている。大阪バネ工業が純正部品サンプルからデータを収
集し，ほぼ純正部品と同じ強度を有する「N：ノーマル」，そこから強度を
５％ 上乗せした「SD：ストロングデューティ（＋５％）」，さらに強度を上乗
せした「HD：ヘヴィデューティ（＋１５％）」「SHD：スーパーヘヴィデュー
３０）大阪バネ工業が製造・販売する製品は，自動車の走行性能を自分好みのクルマに
仕立てるために，コイルばねとショックアブソーバーを調整したり（チューニン
グ・チューンアップ），コイルばねだけを交換し車高を上下させることで自動車
ユーザーの好みの車に近づけたり（ドレスアップ）する目的で使用される（自動
車用品小売業協会Webページ「マメ知識」参照）。その他，「カスタム」との表
現も使用される。
図５ サスペンションシステム
トーションバー
タイヤハブ
サスペンションばね 自動車懸架用トーションバー
注）懸架用ばねには，コイルばねと重ね板ばねが最もよく使われるが，トー ションバ （ー図右側）や
空気ばねも用いられる。
出所：蒲（２００８）１２３～１２４頁
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ティ（＋２５％）」である。このような基準は，公差（許容範囲）によって分
けている。大阪バネ工業は，製品を細かく分け過ぎると「売りにくい」。製
造するコスト面でも，また顧客が買いやすくするためにも「集約」させてい
る。また，ただバネが強ければ良いのではなく，アブソーバーとのバランス
が重要で，大阪バネ工業にはこれまでの製品開発におけるデータが存在し，
開発を継続している（２０１４年８月５日フィールド・ノーツ）。
創業からの輸出を行うまでの経緯
大阪バネ工業は，１９３３（昭和８）年３月大阪市福島区において，「ナニワ
スプリング製作所」という名称で創業し，１９４１（昭和１６）年５月に業務拡
張のために現在地である東大阪市高井田に移転した。１９５３（昭和２８）年に，
「大阪バネ工業株式会社」となった（塩野，２０１２，１６７頁）。当初，板ばね製
造を行っていたが，コイル・スプリング製造に１９７０（昭和４５）年に転換し
た（塩野，２０１２，１７１頁）３１）。
その後大阪バネ工業は，アフターマーケット向けチューニング用パーツの
バネを製造するようになったが，アフターマーケット向けチューニング用
パーツの売上がピークの１／４までに減少した。新たな事業分野を模索するう
ちに，現在に続く輸出を，２００３～２００４年頃に開始する。本格的に輸出を行
うようになって１２～１３年という（２０１４年８月５日フィールド・ノーツ）。
輸出先国の状況３２）
大阪バネ工業の輸出は，日本の自動車メーカーの特定車種（オフロード用
３１）「ばねの歴史」編纂ワーキンググループ（２０１２）によると，１９６０年代までの自動
車用懸架ばねは，多くの車種で重ね板ばねが使用されていたが，１９７０年から
１９８０年にかけて乗用車の懸架ばねは，すべてコイルばねが使用されるように
なったという。重ね板ばねに対してコイルばねの重量が軽量であったこともある
が，乗り心地や走行安定性の点で有利なシャシ設計（四輪独立懸架）が定着した
ことも要因に挙げられる（２２４～２２５頁）。大阪バネ工業が板ばね製造からコイル
ばね製造へと転換した背景までは，調査できていない。
３２）２０１４年８月５日フィールド・ノーツから作成。他の参照・引用は，都度示す。
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四輪駆動車）向けの懸架用コイルばねが主要製品である。輸出実績国とし
て，アフリカ，東南アジア（インドネシア，マレーシア，フィリピン），中
東（イラン，エジプト，サウジアラビア，UAE），北米・中南米（エクアド
ル），東欧（ポーランド，ロシア），南アジア（スリランカ，バングラデ
シュ），フランスが挙げられる。輸出実績順で，並べると以下のようになる。
１）ロシア
２）サウジアラビア
３）ケニア
４）ミャンマー，ベトナム（同程度）
ロシアが，現時点での主要輸出相手国である。ロシアには，多数の日本の
中古車が輸出されている。ロシアの冬，特にシベリアでは外気温がマイナス
４０～４５℃ にもなり日本の自然環境とは大きく異なる。さらにロシアの道路
事情は，日本のように大部分が舗装された状況とは異なり悪路が多い。日本
向けに開発された自動車が，中古車としてロシアに輸入された場合，コイル
ばねの交換需要をもたらした。
ロシアでは，従来バネを交換する習慣が無かった。現在では，販売を優先
するよりも，先にセミナーを開催して，需要喚起を心がけている。急激な円
高期でも，ロシアビジネスは拡大した。その事由は，ロシア市場の拡大とロ
シアにおけるインフレの影響が大きい。インフレによって，円高による価格
上昇分を吸収出来たからだ。
サウジアラビア，ケニアも，外気温などの条件は異なるが日本市場と環境
が大きく異なる点でロシアと同様であり，特にケニアを始めとするアフリカ
における使用条件は，日本の想定以上の積載量など日本市場における使用条
件と大きく乖離している３３）。
ケニアは，日本と同じ右ハンドル仕様となっており，そもそも日本車への
３３）ケニア仕様やタンザニア仕様は，１００％ の割合でHD仕様を出荷する。アフリカ
市場では，搭乗者数が明らかに多く，積載物量も多い（２０１５年９月８日フィー
ルド・ノーツ）。
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需要は高い（『日経ビジネス２０１３年５月２７日』４５～４６頁）。大阪バネ工業
が進出するまでは，オーストラリアのスプリングメーカーが部品市場を占有
していた。６～７年前（２００７～２００８年）より商社を通じて，オーストラリア
のスプリングメーカーよりも２０～３０％ 安い価格で，さらに日本製というブ
ランド力により大阪バネ工業の製品はシェアを伸ばしている。
大阪バネ工業における間接輸出の状況３４）
大阪バネ工業の輸出は，主として商社を介した間接輸出であり，商社へ販
売し，その商社が海外市場へ輸出を行っている。アベノミクス以降の円安期
では，主要輸出先国であるロシアルーブル安が大きく，円安の効果を実感で
きていない。アベノミクス以前の円高期には，商社から大阪バネ工業へのリ
クエストがあり，為替ヘッジが行われていた。中南米向けでは５～７％ 値引
きが行われていた。アベノミクス以降の円安によって，値引きは解消され
た。
商社が大阪バネ工業のカタログを数多く配布した結果，あるイギリスの地
方業者から依頼があり，大阪バネ工業に仕事の発注がきた。それまでイギリ
スでは，日本製部品の市場開拓は行われていなかったが，大阪バネ工業がこ
れまで日本国内で培ったチューンアップの技術が求められることになった。
その内容は，ホイールの外径を大きくするために，ノーマルダンパー
（ショックアブソーバーと同義：筆者注）の設定でコイルばねだけで車高を
上げるという仕様であった。１ロットあたりの受注数は６００～７００本であり，
日本国内における受注数よりも少ない。よって，価格は高めに設定している
が，最近２～３年は，需要が拡大している。商社が持つ機能が，大きく影響
したと捉えることができよう３５）。
３４）２０１５年９月８日フィールド・ノーツ
３５）山本（２０１２）は，「海外企業や海外市場の動向に関する，『正確な情報』を中小部
品企業に提供することが専門商社の大きな役割である」と専門商社の経営者の言
葉を記している（７６頁注）。
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大阪バネ工業の独自ブランドと直接輸出３６）
大阪バネ工業は，独自ブランドである「OBK」ブランドを有する。そし
て，自社ブランド以外にも２０ブランド（２０社ではない）に対してOEM製
品を提供している。これら２０ブランドには，ネット販売をしているブラン
ドも存在している。大阪バネ工業もインターネットを介した販売を実施して
おり，通常価格より上乗せして販売している。大阪バネ工業の独自ブランド
であるOBK製品は，商社等を通じても販売されている。
大阪バネ工業が直接輸出しているのは，カナダのダンパーメーカーに対し
てスノーモービル等用のコイルばねと，ウルグアイ経由でアルゼンチン向け
に自動車用コイルばねである。
大阪バネ工業の市場開拓と現状３７）
大阪バネ工業は，海外市場をとらえる場合，常にゼロ市場開拓にこだわっ
ている。大阪バネ工業は，シェア獲得重視で，現時点での利益よりもブラン
ド浸透を重視している。近年は，アフリカ地域を重視している。
ケニアでは，販売促進活動を実施中であり，プロモーションビデオなどを
作成し現地に送り，市場の開拓作業を実施している。そして実際に現地に出
向き，どのような時にバネを交換するのかについて，セミナーやプレゼンを
現地のバイヤーに対して実施している。
懸架用ばねは，経年変化で「へたる」と言われるが，日本における故障な
どの補修目的としての懸架用コイルばねの交換需要は，ほぼ存在しない。し
かしロシアやケニアなどでは日本から輸出された中古車の場合，走行距離数
が１０万キロを超えると，道路事情により懸架用ばねは経年変化する。そこ
で，大阪バネ工業は，懸架用ばねを生命に関わる重要保安部品として位置付
け，交換を推奨している３８）。
３６）２０１４年８月５日フィールド・ノーツ
３７）２０１５年９月８日フィールド・ノーツ
３８）ばねのへたりについて，福野（２００３）が調査した日本発条株式会社は，懸架用ば
ねが毎日の車重を支えているうちに経年変化（５～１０年間）により，少しずつ押
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２０１４年６月にベトナムのタクシー会社（３００台を所有）に対して，無償で
サンプルを提供してきた。まずは，使用してもらい効果を実感してもらう事
を重要視した３９）。しかし，ベトナムではショックアブソーバーは交換しても
懸架用ばねの交換需要は発生しなかった。日本の自動車メーカーのディー
ラーが，ばねの交換を推奨していないことが要因だとする。ベトナムのタク
シー会社は大阪バネ工業に対して，タクシーとして使用済みの車を転売する
際に，転売先で懸架用コイルばねの販売活動を行って欲しいと言われた。ベ
トナムでは，日本車の中古車市場が制度として禁じられている。
大阪バネ工業の国内における競合相手４０）
大阪バネ工業以外に同様な市場へ進出しているばねメーカーに，「純正部
品」メーカーである中央発条（補修部品市場へは一部のみ），日本発条（ロ
シアには一部対応）等が存在するが，どちらも少量多品種製品への対応は積
極的ではない。
競合相手が存在しにくい事由として，輸出先国ごとに，それぞれ条件が細
かく異なることがある。例えば日本市場における車種に対応する北米向け車
種は，日本国内向けのエンジン形式が変更となる場合がある。日本国内では
直列４気筒エンジンを搭載していたものが，北米ではV型８気筒エンジンを
搭載し排気量も増量される。この場合荷重量が変更となり，ばねの設定値が
変わる。
また，輸出先国の制度に関わる問題も存在する。ミャンマーが規制緩和を
進め，日本製自動車の中古車市場が急拡大した（『Nikkei Automotive２０１５
年１２月号』７６～７９頁）。しかし，逆に新たな規制が設定される可能性は否
定できず，市場自体が大きく変動する可能性を含んでいる。
しつぶされて塑性変形が進み，５～１０mmというレベルでわずかに車高が下がる
現象を「へたる」と表している。しかしこの「へたり」は決して，製造時のばね
の性能（ばね定数）が製造公差以上には変化することを示すことではないと福野
（２００３）は指摘する（５１～５７頁）。
３９）２０１４年８月５日フィールド・ノーツ
４０）２０１４年８月５日フィールド・ノーツ
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大阪バネ工業の生産技術（熱間成形加工）４１）
大阪バネ工業は，熱間成形加工の機械を有している。熱間成形の場合，
バー材を資材部でカットして加工を行うので，端材が出ないようにする事が
求められる。カット後の加工手順は，以下の通りである。
加熱→巻き取り→焼入れ→焼戻し（４３０℃ ７０分）：熱処理→表面処理（粉
体塗装）→検査（硬度・へたり）
切断されたバネ特殊鋼棒材の先端を，巻き取り機で巻き取る際の先端部分
を熱し圧延した後，９００℃ まで全体を加熱する。その後，自動巻き取り機
（NC）で巻き取る。巻き取る工程は，オペレーターによる調整が必要であ
り，１０年ほどの経験を必要とされる。巻き取り後，焼入れ，焼戻し（４３０℃，
７０分），塗装（粉体塗装），仕上げ，梱包となる。その後，荷重検査・２０万
回疲労耐久テストを実施する。
４１）２０１４年８月５日フィールド・ノーツ
材料置場 材料切断
出所：筆者撮影（２０１４年８月５日） 出所：筆者撮影（２０１４年８月５日）
巻き取り→焼入れ
出所：大阪バネ工業 Webページ
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なお，冷間加工については，外注している。コイルから「巻いて貰ってい
る」と表現する。外注後，納入→塗装→梱包を大阪バネ工業が実施し，品質
管理を行っている。冷間は，端材が出ない。熱間と冷間の加工は，線径に
よって変わる。１５～１７mm（最大）までは冷間が可能で，それ以上（２０～３０
mm以上）は熱間となる４２）。現在，中国製の原材料を使用した（２０～２５％ 安
価），最終価格差はおよそ１／３～１／４の製品が存在している。
５．間接輸出の統計数値抽出の試み
間接輸出に関する統計的な把握は，これまで積極的には行われてこなかっ
た。実際に，直接輸出，間接輸出を区分した統計数値は存在しない。間接輸
出に関して統計的な把握を試みた日本政策金融公庫総合研究所（２０１３）によ
ると，何らかの形で輸出に関わっている中小製造業のうち４３），直接輸出
４１．６％，間接輸出４０．５％，自社の海外拠点への輸出１７．９％，との結果が出
た（３頁）。直接輸出を行う企業とほぼ同じ割合で間接輸出も行っているこ
とになる。そこで本稿では，自動車懸架用コイルばねに関する統計値から可
能な限り間接輸出の推測を行う。
貿易における商品の分類は，商品の名称及び分類について統一システムに
関する国際条約（HS条約）４４）により規制されている。この条約の締約国は，
HSに基づき自国の関税率表及び輸出入統計品目表を作成し，運用すること
が義務づけられている。税関への申告は，「９桁の統計品目番号」を使用す
るが，この品目番号毎の集計を「統計品」と呼んでいる。一方，いくつかの
統計品目をまとめて，一般的な名称を付したものを「概況品」と呼び，貿易
統計の発表の際などに使用されている（『日本の自動車部品工業（２０１５年
４２）「ばねの歴史」編纂ワーキンググループ（２０１２）によると，冷間成形と熱間成形
の棲み分けとしては，線径１２mm程度までは冷間成形，１２～１６mmが冷間・熱
間成形の共存域，１６mmを超えると熱間成形となる（２２６頁参照）。
４３）「直接輸出」，「間接輸出」，「自社の海外拠点（一部出資の企業を含む）に輸出」，
「国内の販売先を通じて輸出されている可能性があるが，実際にどれだけ輸出さ
れているかは不明」と回答した企業。原則従業員２０人以上。
４４）Harmonized Commodity Description Coding System
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版）』１４５頁参照）。
概況品コード８７０７～８７０８に分類されている「自動車の部分品」は，全て
の自動車部品を網羅しているわけではない。ピストン，ガスケット，ベアリ
ング，及びスパークプラグ，オルタネータ，スターター等の電装品，ラン
プ・電球等の照明部品，カーオーディオ，ワイパーブレードなどは，この中
に含まれていない。そして，本稿で注目するばねも含まれていない。概況品
は自動車部品の半分程度を網羅するだけとされる。さらに新品，中古の区別
もないことから，新品部品だけではなくリサイクル部品（中古・リビルド部
品）を含むものと考えられる（『日本の自動車部品工業（２０１５年版）』１４５～
１４６頁参照）。
財務省貿易統計の輸出統計品目表（２０１６年１月版）によると，自動車用
懸架コイルばねに相当する統計番号は，「７３２０．２０-０００：鉄鋼製のコイルば
ね」になる。輸入の場合，「７３２０．２０：コイルばね」はさらに，「７３２０．２０-
０１０：１自動車用のシャシばね」，「７３２０．２０-０９０：２その他のもの」と分類さ
れるが，輸出の場合は自動車用を明確に区分していない。よって，輸出の金
額・数量には，自動車用のシャシばね（自動車懸架用コイルばね）以外も含
まれ，かつリサイクル部品も含まれている。鉄鋼製のコイルばねは，２０１４
年度で３２４億円，２万３，０００tが輸出されている（図６参照）。
図６ 鉄鋼製のコイルばねの輸出（年度）
出所：財務省貿易統計 品別国別表から「年度別」「品目コー ド指定」で検索し筆者作成。
アベノミクス以降における
中小製造業の間接輸出の意義 ７５
５．１ 組付部品及び純正部品からの確認
本稿で注目する大阪バネ工業が取り扱うのは，補修部品のうちの優良部品
である。補修部品の輸出額を示す統計資料に，青木編（２０１６）が毎年発行さ
れている。２０１５年度の自動車メーカー９社４５）が扱う補修部品と油脂，用品を
合わせて７，５２５億２，０００万円となっている（青林編，２０１６，３６頁）。しかし
青木編（２０１６）が調査対象とするのは，純正部品であり優良部品は含まな
い。また，油脂や用品（カーナビゲーションなど）を含み，自動車懸架用コ
イルばねだけを特定できない。
自動車懸架用ばねは，自動車製造の重要部品であるため，自動車部品工業
会が組付部品・純正部品として統計値が把握されている。日本自動車部品工
４５）トヨタ，日産，ホンダ，マツダ，富士重工，三菱，スズキ，ダイハツ，日野の９社。
１９９９年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度
会社数 ９ １０ １０ １０ １０ １０
四輪車用
自動車
メーカー
向
組付用 国内① １８，２７２ １８，４３９ １７，６９６ １７，９４６ １９，７６８ ２０，２７２海外② ４０ ３００ ８１ １４ １８１ １９３
補修用 国内③ ２１７ ２２９ ６９３ ３９６ ２４４ ２３４海外④ ０ ０ ０ ０ ０ ０
車体メーカー向⑤ ３６ ３３ ３３ １３３ １２２ ２３
部販・共販向⑥ １５ １５ １５ １５ １８ ２０
部品メーカー向 国内⑦ ３，４７０ ３，７５６ ３，５３０ ３，９７１ ２，４１４ １，７７０海外⑧ ０ ２ ３ １３ ２９ ２０
直接市場向 国内⑨ １，０５３ ２，４２１ ２，２３４ １，９１９ １，７８２ １，６８６海外⑩ ３５ ７６ １０２ ６８ １７０ １８４
四輪車用計 ２３，１３８ ２５，２７１ ２４，３８７ ２４，４７５ ２４，７２８ ２４，４０２
二輪車用
組付用 国内 １，５９０ １，６９９ １，７２６ １，８０１ １，５８０ １，８０３海外 ０ ０ ０ ０ ０ ０
補修用 国内 ０ ０ ７ ９ ９ ６海外 ０ ０ ０ ０ ０ ０
二輪車用計 １，５９０ １，６９９ １，７３３ １，８１０ １，５８９ １，８０９
合計 ２４，７２８ ２６，９７０ ２６，１２０ ２６，２８５ ２６，３１７ ２６，２１１
表１ コイル・スプリングの需要先別出荷額推移 部品名（懸架・制動装置部品）
注）・出荷額は販売先によって区分されている。例えば，自動車メー カー 向けの国内とは，国内
自動車メー カー 向け出荷であって，自動車メー カー によるそれらの輸出もここに含まれてい
る。
・海外は自社及び自社系列販社から直接輸出した部品の出荷額である。
出所：日本自動車部品工業会「自動車部品出荷動向調査」各年版より筆者作成。
７６ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
業会が毎年実施している「自動車部品出荷動向調査」の中で，懸架・制動装
置部品の中に「コイル・スプリング」（分類番号：５０２）とある。まず，組付
部品・純正部品から特定していく。
１９９９年度は２０１４年度までのコイル・スプリングの需要先別の出荷額の推
移を示す（表１）４６）。
表１は，需要先が国内・海外と区分されているので，加工したものが表２
である。
出荷額は販売先によって区分されており，例えば，自動車メーカー向けの
「国内」とは，国内自動車メーカー向け出荷であって，自動車メーカーが部
品を荷受後，輸出した分もここに含まれている。「海外」は自社及び自社系
２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度
７ １０ ６ ７ ７ ６ ７ ５ ５ ８
１６，５０４ ２４，４０２ １９，７０５ ２４，４４２ ２３，４９９ ２４，５７４ ２５，２６８ １７，５７０ ２３，２０５ ２３，９５９
１４０ ６６ ６４ ４ １９５ １７２ ６ ８９ ７５ ６６２
２３７ ２０７ １８２ ２０９ １８８ ２３０ ２２３ ４９１ １５８ １１７
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
３１ ３５ ４１ ３０ ２９ ２ １１６ １０１ １０９ ３２
２６ ３１ ３６ ２７ ２７ ０ ０ ０ ０ ７６
１，７５９ ３，４２０ ３，０４７ １，６７４ １，２５８ １，５１４ ２，１５１ ２，３２８ ２，５９７ ２，４６４
２７９ ２９６ ８ ７ ２７ ５１ ０ ７０ １６０ ４
１，５６８ １，６９１ ６２２ ６８２ ６１８ ５７５ ５７８ ２１９ １５６ ２５７
２５９ ２２２ １１８ １５５ １２２ １６８ １４９ １９５ １０９ １８２
２０，８０３ ３０，３７０ ２３，８２３ ２７，２３０ ２５，９６３ ２７，２８６ ２８，４９１ ２１，０６３ ２６，５６９ ２７，７５３
２，４５４ ２，５８７ ２，７３５ ２，１６７ ９１５ ０ １，１５０ １，１６９ １，１７０ １，０８７
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
６ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
２，４６０ ２，５９２ ２，７３５ ２，１６７ ９１５ ０ １，１５０ １，１６９ １，１７０ １，０８７
２３，２６３ ３２，９６２ ２６，５５８ ２９，３９７ ２６，８７８ ２７，２８６ ２９，６４１ ２２，２３２ ２７，７３９ ２８，８４０
単位：百万円
４６）ここでは議論の展開を明確にするために自動車部品工業会が示す値を全て組付部
品・純正部品として説明するが，需要先が「直接市場向」は優良部品である。比
較検討する２０１４年度の金額が２億５，７００万円と小さいのでそのまま進める。
アベノミクス以降における
中小製造業の間接輸出の意義 ７７
列販社から直接輸出した部品の出荷額である。２０１４年度に四輪車用自動車
部品のコイル・スプリング（自動車懸架用コイルばね）は，２７７億円出荷さ
れ，うち９６．９％ の２６９億円が国内向けに，残り３．１％ の８億４，８００万円が
直接輸出された（表２）。そして，該当する企業名は不明であるが，これら
の出荷額は８社の自動車部品メーカーによって担われている（表１）。
自動車部品の生産流通を詳細に分析しているアイアールシー（２０１４）によ
ると，コイル・スプリングのメーカーとして，トヨタ系の中央発條，独立系
の日本発条，三菱製鋼のほか，米国の部品メーカー・テネコオートモーティ
ブとアイバッハ，独ティッセンクルップ傘下のグループ企業であるビルシュ
タインの計６社があり，メーカー別のシェアを見ると，日本発条がトップで
４４％ と市場の４割以上を占め，次いで中央発條が３４．８％，三菱製鋼が
２１．１％ と続いており，ビルシュタイン，テネコオートモーティブとアイ
バッハのシェアはごく僅かとなっている。
コイル・スプリング市場では，２０１３～２０１４年にかけて日本発条が，取引
先の１社であるマツダの増産に加えトヨタ自動車向けの供給量が伸びたこと
で躍進し，市場シェアを２年前の３３．５％ から４４％ へ高めた。永らく首位を
守ってきた中央発條を抜き業界トップの座を確保した（４８８頁参照）。組付
部品の自動車懸架用コイルばねは，３社による寡占状態にある。
一般社団法人日本ばね工業会も会員企業に対して，毎年統計調査を実施し
ている。自動車懸架用コイルばねに相当する，熱間成形コイルばねと冷間成
１９９９年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度
国内 ２３，０６３ ２４，８９３ ２４，２０１ ２４，３８０ ２４，３４８ ２４，００５ ２０，１２５
出荷額 海外 ７５ ３７８ １８６ ９５ ３８０ ３９７ ６７８
合計 ２３，１３８ ２５，２７１ ２４，３８７ ２４，４７５ ２４，７２８ ２４，４０２ ２０，８０３
国内 ９９．７％ ９８．５％ ９９．２％ ９９．６％ ９８．５％ ９８．４％ ９６．７％
構成比 海外 ０．３％ １．５％ ０．８％ ０．４％ １．５％ １．６％ ３．３％
合計 １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％
表２ コイル・スプリング（四輪車用）国内・海外別出荷額 部品名（懸架・制動装置部品）
注）前記表１より，「国内」は，①＋③＋⑤＋⑥＋⑦＋⑨ 「海外」は，②＋④＋⑧＋⑩である。
なお，二輪車用は除いている。
出所：日本自動車部品工業会「自動車部品出荷動向調査」各年版より筆者作成。
７８ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度
２９，７８６ ２３，６３３ ２７，０６４ ２５，６１９ ２６，８９５ ２８，３３６ ２０，７０９ ２６，２２５ ２６，９０５
５８４ １９０ １６６ ３４４ ３９１ １５５ ３５４ ３４４ ８４８
３０，３７０ ２３，８２３ ２７，２３０ ２５，９６３ ２７，２８６ ２８，４９１ ２１，０６３ ２６，５６９ ２７，７５３
９８．１％ ９９．２％ ９９．４％ ９８．７％ ９８．６％ ９９．５％ ９８．３％ ９８．７％ ９６．９％
１．９％ ０．８％ ０．６％ １．３％ １．４％ ０．５％ １．７％ １．３％ ３．１％
１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％
部品メーカー 生産量 シェア 納入先 納入量 備考
日本発条 １２８６．０２ ４４ マツダ ３１４．２
（１０８２） （３３．５）ホンダ ２１４
スズキ １９３．４
日産自動車 １９０．２
トヨタ自動車 １３６．９
富士重工 １３０．２
ダイハツ １０３．９
いすゞ自動車 ３ エルフ
三菱自動車 ０．７２ i，i-MiEV
中央発條 １０１８．２ ３４．８ トヨタ自動車 ７６３
（１２３５．８） （３８．２）ダイハツ １４９．８
スズキ ５６
三菱自動車 ４５
マツダ ４．８ ベントラーオートモーティブ経由
ビアンテ，ベリーサ
三菱製鋼 ６１５．１ ２１．１ 三菱自動車 １６２．３
（９１１．７） （２８．２）日産自動車 １２７．６
ホンダ ９２
富士重工 ８７
トヨタ自動車 ７８．２
スズキ ６６．６
日野自動車 １．３ デュトロ
三菱ふそう ０．５ キャンター，ローザ
ダイハツ ０．３ ブーン
ビルシュタイン １．２ ０．０４８ 日産自動車 １．２ GT－R
（－） （－）
テネコ・オートモーティブ １．２ ０．０４８ マツダ １．２ スイフトスポーツ（Fr）
（３）（０．０９７）
アイバッハ ０．０８ ０．００４ 三菱自動車 ０．０８ ランサーエボリューションX
（０．１）（０．００３） ・GSRプレミアム
単位：百万円
表３ コイル・スプリングの部品メー カー 別納入状況 単位：生産量千本／月，シェア％
（下段）内は２０１２年実績
注）・自動車部品２００品目の生産流通調査 ２０１４年版の基礎数字について自動車メー
カー の調達量，部品メー カー の生産量は，ライン純正品を対象としている。
・自動車メー カー の調達量，部品メー カー の生産量は，各シェアは，２０１３年４月～２０１４年
３月の国内生産台数（１２ヶ月間の月平均値）を基礎としている（６０頁）。
・なおニッパツとの表記を，日本発条と変更した。
出所：アイアールシ （ー２０１４）『自動車部品２００品目の生産流通調査 ２０１４年版』４９１頁
アベノミクス以降における
中小製造業の間接輸出の意義 ７９
金額 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
熱間成形コイルばね ６４ １９ １３ ８ ３ ２ ８ ７
冷間成形コイルばね １３３ ８２ １０１ ８９ ９６ １０１ １０１ ５０
合計 １９７ １０２ １１４ ９７ ９９ １０３ １０８ ５７
重量 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
熱間成形コイルばね １５２ ５８ ３９ ２３ ８ ５ ２５ ７
冷間成形コイルばね １６ １６ ２５ ２２ ２５ ３０ ３７ ９
合計 １６７ ７４ ６３ ４５ ３２ ３５ ６２ １５
表４ 日本ばね工業会 会員輸出統計 単位：百万円
単位：トン
注）
・会員企業の中から予め登録している調査対象企業の内，有効回答のあった企業数の合計
である。すべての調査結果において，調査対象企業は１１８社となっている。
・熱間成形ばねには他に，重ね板ばね，トー ションバースタビライザがある。
・冷間成形ばねには他に，シ トーばね，薄板ばね，ぜんまいばね，ばね座金，その他金属ばねが
ある。
・なお，記載デ ターに相違があった場合は，より新しい資料の数値を採用し，小数点第１位を
四捨五入している。
出所：一般社団法人日本ばね工業会，「会員輸出統計表」各版（重量及び金額）から，筆者
作成。
形コイルばねを抽出し合計すると，２０１４年の輸出額は１億８，０００万円，輸
出重量は６２tとなる（表４）４７）。
２０１０（平成２２）年の日本ばね工業会会員輸出統計表（月別集計 金額
単位：千円）の調査結果には，２００９年と２０１０年の回答企業数が記載されて
いる（共に４社）。その後の金額，重量共に際立った変化は見られないので，
回答している企業に変動がないものと推測すれば，４社の数値が継続してい
ると想定される。
ここで，自動車懸架用コイルばねの輸出に関してまとめてみよう。比較可
能でできるだけ新しい数値を採用する。
４７）なお翌年の２０１５年には，輸出金額が５，７００万円，重量が１５tになっているが，
本稿内で比較しうる年及び年度の関係上，２０１４年の数値を採用する。
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財務省貿易統計 日本自動車部品工業会 日本ばね工業会
金額（百万円） ３２，４０５ ８４８ １０８
数量（ｔ） ２２，９４５ ― ６２
企業数 ― ８ ４
表５ 自動車懸架用コイルばねの輸出に関するまとめ（２０１４年度）
注）・日本ばね工業会の数値は，年別（１～１２月）。
・日本自動車部品工業会は，金額のみ。
出所：図６，表２，表４より筆者作成
ここで取り上げた統計の数値には，大きな差が確認できる。財務省貿易統
計は，鉄鋼製のコイルばねが実際に輸出された金額と数量である。自動車部
品工業会の輸出額の数値には，企業および関連企業から直接輸出された金額
のみが記載されており，国内向けに自動車メーカーや部品メーカーに出荷さ
れ組み付けられた，または組み付けられずそのまま輸出されたデータは含ま
れない。差額の中に，間接輸出の存在が推測される。ただ，そもそも財務省
貿易統計の輸出の金額・数量には，自動車用のシャシばね（自動車懸架用コ
イルばね）以外も含まれている（リサイクル部品も含む）。
ではより間接輸出を明らかにする為に，日本国内で年度内にどれだけの自
動車懸架用コイルばねが生産されているのかについて，機械統計４８）から明ら
かにしていく。
５．２ 日本国内におけるコイルばねの生産状況
ここでも，自動車懸架用コイルばねに可能な限り注目していく。まず，日
本ばね工業会が集計する会員生産統計から見ていこう。会員生産統計は，日
本国内における生産実績が明らかになる。
日本ばね工業会の統計は，項目が詳細に区分されている。生産技術別に大
きく熱間成形と冷間成形に区分され，熱間成形ばねには「コイルばね」，「重
４８）機械統計という表現は，２００１年までばねが『機械統計年報』に記載されていた
ことによっている。しかし，２００２年からは，経済産業省『生産動態統計年報』
の『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』にばねの記載場所が変更になっている
ので正確さに欠けるが，利便上機械統計と表記する。
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生産 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
熱間成形コイルばね １２１，４０５ １１９，５３９ ７２，４０４ ９４，１６６ ９０，０３６ ９３，６１６ ８６，８２６ ８３，７７３ ７７，６３７
冷間成形コイルばね ８０，１５０ ７０，６１３ ５０，７２２ ６５，６００ ６１，９８５ ６４，８２９ ６２，６０３ ６２，０２９ ５８，４４０
金額 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
熱間成形コイルばね ３０，０２８ ３１，３８３ １９，０８４ ２４，９０６ ２５，０５３ ２５，４０６ ２２，２９６ ２１，５６７ １９，２７５
冷間成形コイルばね ８９，１５４ ８８，１２５ ６１，９１０ ７８，７７３ ７９，９４２ ７９，８４０ ７７，７４５ ７７，８８２ ７６，７９４
表６ 日本ばね工業会 会員生産統計表（１～１２月） 単位：t
単位：百万円
注）
・会員企業の中から予め登録している調査対象企業の内，有効回答の有った企業数の合計
である。
・日本ばね工業会には，その他に２０１１年からプラスチックばねも製造しているが，この表には
掲載していない。
出所：一般社団法人日本ばね工業会，「会員生産統計表」各版（重量及び金額）から，筆者
作成。
ね板ばね」，「トーションバースタビライザー」，冷間成形ばねには，「コイル
ばね」，「シートばね」，「薄板ばね」，「ぜんまいばね」，「ばね座金」，「その他
金属ばね」がある。今回注目している自動車懸架用コイルばねに相当すると
推測できるのは，熱間成形の「コイルばね」（以下，熱間成形コイルばね）
と冷間成形の「コイルばね」（以下，冷間成形コイルばね）である。
熱間成形コイルばねの生産重量と金額は，８万３，７００t，２１５億円（２０１４
年），冷間成形コイルばねの生産重量と金額は，６万２，０００t，７７８億円
（２０１４年）となる。
次に，政府による機械統計を見ていこう。自動車懸架用コイルばねに該当
する項目は，「つるまきばね」（熱間成形コイルばね）と「線ばね」（冷間成
形コイルばね）である４９）。
「つるまきばね」は，２００１年まで自動車用の項目が独立して立てられて
４９）線径による熱間成形と冷間成形は，棲み分けられており，より径が大きいものが
熱間成形でつるまきばね，より径が小さい冷間成形の線ばねと表現されている。
熱間成形と冷間成形の棲み分けについては，注４２参照。
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いたが，２００２年からは削除されている。しかし，「つるまきばね」の合計値
に大きな変動はない。「つるまきばね」合計のうち，自動車用が記載された
最終年である２００１年までの割合は，重量の約８５％（８５．７％：１９９９年，
８５．０％：２０００年，８５．６％：２００１年），金 額 の８０％ 弱（７８．０％：１９９９年，
７８．１％：２０００年，７７．５％：２００１年）であり，その後の推移は推測するしか
ないが，同様の割合を自動車用が占めていると仮定できる。一方「線ばね」
には，自動車用の項目が立てられており，シート用のばねが除外されている
ことから，自動車懸架用コイルばねは含まれる。
そこで，２０１４年の「つるまきばね」の生産重量と金額は，８万６，７００t，
２３４億円（２０１４年：表７-１a）となる。「自動車用線ばね」の生産重量と金額
は，５万８，０００t，５８４億円（２０１４年：表７-２a）となる。
表８にまとめると，機械統計における「つるまきばね」と日本ばね工業会
の「熱間成形コイルばね」の数値は，ほぼ適合するが，「自動車用線ばね」
と「冷間成形コイルばね」では，特に金額に開きがある。
これは，機械統計の項目である「その他の線ばね（機械用・シート用ばね
を含む）」に，シート用ばねではない軽量なコイルばねが含まれていると推
測できる。よって，重量差が小さく金額差が大きくなったのだろう５０）。
しかし，大きな数値的な齟齬はないとみなし，日本国内で生産されたコイ
ル・スプリングを確認できたとし，以下では機械統計の数値を利用し展開す
る。
ここで改めて自動車懸架用コイルばねの輸出に戻ろう。自動車部品に関す
る統計との整合性のため数値は年度集計を用いる（表７-１b，７-２b）。機械
統計では，「つるまきばね」の２０１４年度の生産重量と金額は，８万４，０００t，
２２７億円（２０１４年度：表７-１b）となる。「自動車線ばね」の生産重量と金額
は，５万７，０００t，５７８億円（２０１４年：表７-２b）となる。
年別の時（表７-１a，７-２a）と同様に「つるまきばね」合計のうち，自動
５０）日本ばね工業会が分類する「ぜんまいばね」「その他の金属ばね」が相当すると
推測できる。
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１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年
重量（ｔ） ８７，６６０ ９３，７３６ ８９，７７７ ９６，８９９ ９６，４８９ １０４，１１８ １０９，８３８ １１８，７６７
金額（百万円） ２７，２２４ ２７，３６２ ２６，１０３ ２６，６５６ ２４，９９３ ２４，９６９ ２６，８３２ ２８，８３２
自動車用
重量（ｔ） ７５，０８１ ７９，７０６ ７６，８６８
金額（百万円） ２１，２２３ ２１，３７９ ２０，２２９
その他のつるまきばね
重量（ｔ） １２，５７９ １４，０３１ １２，９０９
金額（百万円） ６，０００ ５，９８３ ５，８７３
１９９９年度２０００年度２００１年度２００２年度２００３年度２００４年度２００５年度２００６年度
重量（ｔ） ８９，１３９ ９２，９４８ ９０，６７２ ９７，１８２ ９８，２９１ １０５，２４４ １１２，２７８ １２０，０７８
金額（百万円） ２７，４２３ ２７，１８１ ２６，０９５ ２６，３６５ ２４，６３７ ２５，２１７ ２７，８５７ ２８，５１９
自動車用
重量（ｔ） ７６，１８３ ７９，０５７
金額（百万円） ２１，４１５ ２１，２８１
その他のつるまきばね
重量（ｔ） １２，９５６ １３，８９０
金額（百万円） ６，００８ ５，９００
１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年
重量（ｔ） ７９，８４５ ８６，７７９ ７９，８５０ ８３，３３１ ８５，２４７ ８９，３９０ ９９，４６３ １０８，８１８
金額（百万円） ９１，９６１ ９６，４８６ ８４，３４２ ８４，２１７ ９０，５３１ ９７，５８４ １１１，７０３ １１７，０６２
自動車用（シート用ばねを除く）
重量（ｔ） ４４，６００ ４７，４５０ ４３，７９１ ４６，８６４ ４８，３０２ ４９，７５８ ５５，５２６ ６０，８０７
金額（百万円） ４９，４５８ ５３，２０３ ４８，８４６ ５０，０５２ ５１，０００ ５２，９８６ ５９，４５４ ６３，０７２
その他の線ばね（機械用・シート用ばねを含む）
重量（ｔ） ３５，２４５ ３９，３２９ ３６，０５９ ３６，４６７ ３６，９４６ ３９，６３２ ４３，９３７ ４８，０１１
金額（百万円） ４２，５０３ ４３，２８４ ３５，４９６ ３４，１６５ ３９，５３１ ４４，５９８ ５２，２４９ ５３，９９１
１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年
重量（ｔ） ８２，２９７ ８５，５２８ ７９，２４２ ８５，１８８ ８５，５６０ ９０，７６１ １０３，２３２ １０８，４５０
金額（百万円） ９４，９７２ ９４，３１９ ８２，５４４ ８６，１６１ ９１，９５９ １００，９７０ １１３，７５２ １１７，２２３
自動車用（シート用ばねを除く）
重量（ｔ） ４５，４９０ ４６，４７０ ４３，５９４ ４８，２６８ ４８，２７０ ５０，４５６ ５７，３６５ ６０，７７９
金額（百万円） ５０，７５２ ５２，２３２ ４８，４２１ ５０，７３８ ５１，２２７ ５４，２９１ ６０，８９９ ６２，９７３
その他の線ばね（機械用・シート用ばねを含む）
重量（ｔ） ３６，８０７ ３９，０５８ ３５，６４８ ３６，９２０ ３７，２９０ ４０，３０５ ４５，８６７ ４７，６７１
金額（百万円） ４４，２１９ ４２，０８６ ３４，１２３ ３５，４２３ ４０，７３２ ４６，６７９ ５２，８５３ ５４，２５１
表７-１a 機械統計・生産（年別１～１２月）：つるまきばね
表７-１b 機械統計・生産（年度別４～３月）：つるまきばね
注）・２００２年（年別）及び２００１年度より自動車用つるまきば
ね，その他のつるまきばねの項目が削除されている。
・なお，１９９９～２００１年及び１９９９，２０００年度の値は，自
動車用とその他の合計値である。
表７-２a 機械統計・生産（年別１～１２月）：線ばね
表７-２b 機械統計・生産（年度別４～３月）：線ばね
注）線ばねの重量及び金額は，自動車用とその他の線ばねの合計値である。
出所：表７-１に同じ。
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２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
１２９，０９２ １２７，５６０ ７８，３３１ １０３，５４１ ９６，２２８ １００，３４５ ９１，８４４ ８６，７０２ ７９，６７６
２９，３１３ ３１，５０１ ２０，７７６ ２６，３７８ ２５，６３６ ２６，８４０ ２４，５４９ ２３，４２２ ２０，７１２
２００７年度２００８年度２００９年度２０１０年度２０１１年度２０１２年度２０１３年度２０１４年度
１３３，１９７ １０７，４２２ ８８，８８２ １０１，０２６ １０１，１３９ ９４５，５７７ ９２，３５８ ８４，３１４
３０，２１５ ２７，７０１ ２２，９５５ ２５，８８９ ２７，２８９ ２４，８９８ ２４，９００ ２２，７１２
２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
１０７，７０５ １０３，２００ ７５，８９１ ９６，６０１ ８６，６６８ ８９，３９３ ８５，５９９ ８６，８１５ ９１，７７３
１２０，９２２ １２０，７４９ ８６，３２５ １０９，１３４ ９９，５８４ １０２，４５７ ９５，０９３ ９４，４５２ ９８，６２６
６０，７２１ ５９，１６２ ４２，１６３ ５６，２２８ ５２，５７３ ５６，６５２ ５５，７４５ ５８，４３８ ５６，７４４
６４，１１２ ６３，３５６ ４３，９４１ ５７，８９７ ５４，９６９ ５９，１９９ ５７，０８４ ５８，４２５ ５６，７３９
４６，９８４ ４４，０３８ ３３，７２８ ４０，３７３ ３４，０９６ ３２，７４０ ２９，８５４ ２８，３７６ ３５，０２９
５６，８１０ ５７，３９３ ４２，３８５ ５１，２３７ ４４，６１５ ４３，２５９ ３８，００９ ３６，０２７ ４１，８８７
２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年
１０７，９５８ ８９，８３４ ８６，８５８ ９３，２７６ ８８，３９４ ８６，９０３ ８２，２７７ ８６，９９９
１２３，０７５ １０５，５４０ ９７，４９５ １０５，９４４ １０２，８８９ ９７，７４９ ９６，１３６ ９４，８７７
６１，６４２ ５０，６４５ ４８，８９７ ５５，３５６ ５４，２８６ ５５，２０５ ５７，２３４ ５７，５２５
６５，０３９ ５４，６４７ ５０，２７７ ５７，１２０ ５７，２２８ ５７，１６０ ５８，０７１ ５７，８８８
４６，３１６ ３９，１８９ ３７，９６１ ３７，９２０ ３４，１０８ ３１，６９８ ３０，０４３ ２９，４７５
５８，０３６ ５０，８９３ ４７，２１８ ４８，８２４ ４５，６６１ ４０，５８９ ３８，０６５ ３６，９９０
出所：１９９９年：通商産業大臣官房調査統計部編『平成１１年－１９９９－機械統計年報』２０００年８月
１９９９～２０００年度・２０００～２００１年：経済産業省経済産業政策局調査統計部編『機械
統計年報』各年版
２００１～２０１４年度・２００２～２０１５年：経済産業省経済産業政策局調査統計部編『鉄
鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』各年版より，筆者作成。
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車用が記載された最終年である２０００年度までの割合は，重量の約８５％
（８５．５％：１９９９年 度，８５．１％：２０００年 度），金 額 の８０％ 弱（７８．１％：１９９９
年度，７８．３％：２０００年度）である。自動車部品工業会による自動車部品に
関する統計が，金額のみであるので，その後の割合の推移が維持されるもの
と仮定し推計すると，２０１４年度の「自動車用つるまきばね」の生産金額は，
１８２億円（２２７億円×０．８）となる。
２０１４年度の日本国内における自動車懸架用コイルばねを含むコイルばね
の生産金額は，機械統計から推測すると７６０億円（１８２億円【つるまきばね
（熱間成形コイルばね）】＋５７８億円【自動車線ばね（冷間成形コイルば
ね）】）であり，２０１４年度の自動車部品２７７億円（表１：四輪車用コイル・ス
プリング）から差し引き，４８３億円の差が存在する。
自動車懸架用ばねの生産技術としては，１９９０年代に入って熱間成形から
冷間成形が急速に増加した（「ばねの歴史」編纂ワーキンググループ，２０１２，
２２６頁；蒲，２００８，１０４頁）ことを鑑み，「自動車用線ばね」だけが自動車懸
架用ばねを含むと考えると，２０１４年度における自動車懸架用コイルばねの
国内生産金額は３０１億円（５７８億円【自動車線ばね（冷間成形コイルばね）】
─２７７億円【表１：四輪車用コイル・スプリング】）となる。
この４８３億円あるいは３０１億円は，自動車組付部品及び純正部品以外の用
途で国内において生産された，優良部品である自動車懸架用コイルばねの可
能性がある生産金額となる。もう少し厳密に計算すると，自動車部品のうち
熱間成形コイルばね つるまきばね
２０１４年 ２０１５年 ２０１４年 ２０１５年
重量（ｔ） ８３，７７３ ７７，６３７ ８６，７０２ ７９，６７６
金額（百万円） ２１，５６７ １９，２７５ ２３，４２２ ２０，７１２
冷間成形コイルばね 自動車用線ばね
２０１４年 ２０１５年 ２０１４年 ２０１５年
重量（ｔ） ６２，０２９ ５８，４４０ ５８，４３８ ５６，７４４
金額（百万円） ７７，８８２ ７６，７９４ ５８，４２５ ５６，７３９
表８ 日本ばね工業会と機械統計の擦り合わせ（年別１～１２月）
出所：表７－１a及び７－２aから抽出。
８６ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
海外向け（８億円）を除けば（２６９億円），４９１億円あるいは３０９億円とな
る。
表５で確認したように，財務省貿易統計では２０１４年度の鉄鋼製のコイル
ばねの輸出金額は３２４億円であった。自動車部品海外向け（８億円）を除い
た３１６億円が，自動車組付部品及び純正部品以外の供給ルートによる自動車
懸架用コイルばねの可能性がある。もちろん，自動車懸架用コイルばね以外
が多数含まれる可能性も否定はできない５１）。
５．３ 小括
中小企業基盤整備機構経営支援情報センター（２０１３）は，「近年間接輸出
向けの部品・半製品や委託加工の発注が急速に減少しつつ」（５頁）あると
指摘する。中小企業基盤整備機構経営支援情報センター（２０１３）や吉原
（２０１５，６９頁）が示す間接輸出は，本稿が明らかにしようとする商社を通じ
て行う間接輸出とは異なる。しかし，自動車メーカーが部品を購入後，組付
けた後に輸出する，またはそのまま部品として輸出することが減少しつつあ
ることは，整合性の確認はできないが「深層現調化」（清，２０１３）とも重な
る。
統計数値として自動車懸架用コイルばねの間接輸出の明確化に成功したと
は決して言えないが，優良部品を扱う商社や部品卸が間接輸出を行っている
金額の範囲は示せたと考える。その金額は，決して小さくはない。
６．考察
６．１ 自動車懸架用コイルばねの交換需要の論理
大阪バネ工業が間接輸出する自動車懸架用コイルばねの需要は，日本から
の中古車市場の存在と大きく関わっている。自動車メーカーが，当該国市場
５１）日本ばね工業会の会員輸出統計では，「ぜんまいばね」の輸出は行われておらず，
「その他の金属ばね」の２０１４年（１～１２月）の輸出金額は，９億５，０００万円と
なっている（補表）。
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向けの自動車を開発・生産・販売している場合，同国内で発生する中古車
は，製造時の設定値が同国の環境に合致している。
もし自動車メーカーが世界各地で使用可能な条件で自動車を開発・設計す
れば，重要保安部品である本稿で注目した懸架用コイルばねを交換する必要
性は，ロシアであろうがアフリカであろうが，事故や破損がない限り生じな
い。しかし，これは「過剰品質」とも言える５２）。日本市場向けに開発・生産
された自動車が中古車として輸出され，輸出先国の道路事情など開発・設計
条件に差異が存在することが，自動車懸架用コイルばねの交換需要を生み出
している。
大阪バネ工業は新たな市場開拓を試みており，そのターゲットにはアフリ
カ諸国が含まれている。ケニアでは交換需要が発生しており，有望な市場と
して捉えている（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）。
６．２ 大阪バネ工業のリバース・エンジニアリング
大阪バネ工業が新たな海外の販売先との交渉に向けての基本的なスタンス
は，価格競争をしないこととしている。自社販売製品の特徴として，１アイ
テム２０本という少量多品種を誇り，海外市場における競合相手である東南
アジアや中国メーカーの１アイテム５００本の製品との差別化を図っている
（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）。
このような多品種少量生産を実現できることは，第一に生産技術が熱間成
形加工であることがある。第４章で示したように，棒材から材料を無駄にす
ることなく，１本からでも加工可能という少量対応を可能にする体制が整っ
ている。
「あまりみなさん気が付かれませんが，遊園地の大型遊戯施設にも（大阪
バネ工業の：筆者補足）スプリングが使用されています。変わったところで
５２）義永（１９９９）で取り上げた自動車用ナット製造企業（F社）での聴き取り調査に
おいて，H技研が二輪車製造から四輪車製造に進出した際のホイールナットの強
度は，既に四輪車に進出していた他メーカーの強度と比較して過剰な品質であっ
たという（１５４頁，注２０参照）。
８８ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
は，ダカールラリー，WRCラリージャパン，スーパーGT等，開発サポート
もしてますし，生産中止になった旧型乗用車，オールドカーなんかのパーツ
も受けてます。」（塩野，２０１２，１７４頁）とあるように，ばねを開発段階から
サポートできる社内の体制が整っている。
このような開発への対応が可能な理由に，大阪バネ工業がこれまで取り組
んできた国内市場向けの補修部品の開発方法が大きく影響を及ぼしている。
補修部品のコイルばねの開発は，純正部品がどのようなばね特性（ばね定
数）を持つかデータを収集し，対応する自動車の公差を確定し，さらに販売
しやすいカテゴリー（大阪バネ工業の場合，強度に合わせて４カテゴリー）
を設定することは，まさにリバース・エンジニアリング５３）である。
大阪バネ工業の商品カテゴリーの４種類は，ばねの強度と高さを調節でき
る。例えば，ばねの強度を上げても高さを変更せずに要求された性能を実現
可能である。細かな対応が可能なのは，膨大な加工情報の蓄積があるから
だ。以下，少し長くなるが，前経営者（笠井潔氏）の記録から提示する。
「なにしろ製品が実にシンプルでしょ。これではようけお金取られ
へんのです。知らん人はそんなの鋼巻いたらすぐにバネ（引用のマ
マ：筆者注）になるやんけ言われたらね，その通りなんですよ。
しかし，誰かがこれを真似をしようと思っても，それは出来ないで
す。やっぱり設備がいるし，経験の蓄積もある，素材をよう知ってい
るとか，そういうのがあるから出来るんです。
この仕事は，簡単な分だけ，要所，要所，ポイントにノウハウいう
のがやっぱし必要なんです。職人仕事の部分もあります。設備だけで
はすまない。それを今もう，若い子らがそれ引き継いでます。若いい
うても５０，６０歳ですよ。
よそとなにが差があるかいうと熱処理の温度であるとか，時間であ
５３）物理的な部品や製品からそれらの設計図面などの技術データを復元するプロセス
のことを指す（葛・藤本，２００５，９１頁）。
アベノミクス以降における
中小製造業の間接輸出の意義 ８９
るとか，それは今まで積み重ねてきて，例えばここからこの温度まで
冷やすのにこの直径なら１分何秒でやれとか。この材料ならこうや
れ，この材料ならこうやれと。
昔の鍛冶屋さんなら火の色を見ながら調節できたと思うんですが，
今はパソコンでしょ。そうすると蓄積データが重要です。今の温度に
設定されたそこまでの途中経過が宝物なんです。結果だけは盗むこと
ができると思うんですが，我々，失敗してきてますからね。それが大
事なんです。長い時間積み重ねてきたからここまで来たんです。」（塩
野，２０１２，１７４～１７５頁）
懸架装置，すなわちサスペンションは，自動車の乗り心地に大きく影響を
与える。ショックアブソーバー，バネ，ロッド，ブッシュなど様々な部品全
体でサスペンションシステムとして機能する。柔らかいバネでも固い乗り心
地になったり，またその逆もある。乗り手の感覚に左右される部分もある。
乗り心地の大部分はタイヤにも影響されている。さらに，乗り手のスタイル
によっても大きく変わる。これは，チューンアップ重視か，ドレスアップ重
視か，はたまた両方か。乗車人数が運転者一人のみであれば問題ないが，同
乗者にとっての乗り心地はどうなのか。数多くの変数が存在し，自動車メー
カーのフォワード・エンジニアリング（通常の製品開発）においても非常に
複雑な開発である。
これまで大阪バネ工業が手がけてきた，特注ばねの事例を挙げる。
・地下駐車場に入庫可能な高さまで車高を低くする。
・介護のために車椅子を乗せる車両のために車高を下げる。
・「鍵の１１０番」は荷台に重量物を乗せるので車高を上げる。
・自動車ディーラーと組んで現金輸送車の車高を上げる。
・パトカー用ばね（車高を上げる）。
・霊柩車・寝台車（５台／月）
・選挙カー 等（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）
９０ 桃山学院大学経済経営論集 第５８巻第３号
大阪バネ工業は，車種がわかれば特注のばねを製造できるという。このよ
うな対応は，十分なサンプル数を取らなければ正確な製品はできない
（Ingle，１９９４）。懸架用コイルばねは自動車部品であるので，定められた空
間に収まりかつ求められた機能を果たさなければならない。正確な公差を実
現するためには，やはり膨大な情報の蓄積が必要であり，かつ大阪バネ工業
はその情報を活かした製品カテゴリー設定まで実行してきた。多様な需要
は，商社を介さず直接大阪バネ工業にもたらされる。
６．３ 大阪バネ工業が海外市場で直面する課題と展望
大阪バネ工業は価格競争を避け，ブランド形成を目指している。メイド・
イン・ジャパンをブランドの一つの柱として認識している。しかし，各国の
市場にはそれぞれ特徴があり，現時点では課題を抱えている。
中南米市場は，価格重視市場と言える。リーマン・ショック後の円高為替
相場（１ドル７０円台後半）になることで，中南米市場では２０～２５％ の価格
上昇が起こった。その間に，東南アジア諸国の製品（韓国・中国・台湾企業
製）に顧客が奪われてしまった。日本製品の価格は高いとの認識が，中南米
市場では一般化してしまったという。アベノミクス以降の円安水準になって
もかつての顧客は回復せず，現在の売上高はアベノミクス以前の７５％ 程度
にとどまっている（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）。
中南米市場における大阪バネ工業の製品と競合国の製品との価格差は，
リーマン・ショック後の円高期では３～４割高く，アベノミクス以降の円安
期では２～２．５割の価格差となり価格競争力が高まったと捉えているが，そ
れでも価格差が存在する。この価格差をどのように購入者に証明するのか
が，大阪バネ工業が直面している課題である。しかし，目に見えて差を示す
データを現在は保有できていない（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）。
大手のばねメーカーが，進出先国で材料面での情報を伝えており，メイ
ド・イン・ジャパンであることが材質面から差別化できるとは主張できな
い。現時点における大阪バネ工業（OBKブランド）のストロングポイント
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は，これまで購入者に使い続けてこられた実績だと主張している。例えばデ
リバリー時に誤った商品が混入していないかなど，商品管理の点においても
差別化を図ることを想定している（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）。
６．４ 中小製造業における間接輸出の意義
中小製造業における直接輸出企業の数と割合は増加しているが，その割合
は２０１１年で中小製造業全体の３％ に過ぎない（『中小企業白書２０１４年版』
２９７頁）。既述の日本政策金融公庫総合研究所（２０１３）では，直接輸出を行
う企業とほぼ同じ割合が間接輸出も行っている。本稿で注目した大阪バネ工
業のように，多くの企業が間接輸出と直接輸出を併用していることは十分想
定される。日本政策金融公庫総合研究所（２０１６）が事例研究で取り上げた企
業１０社のうち７社が併用をしている。
大阪バネ工業が現在実施している直接輸出は，エクアドル経由のアルゼン
チン向けとカナダであり，さらに自社Webページの他言語展開を拡充し，
インターネット経由での直接輸出の拡大を，緩やかではあるけれど目指して
いる。目標は，売上高の５％ である。商社を介在させないので，もちろん直
接輸出の利益率は高い。しかし直接輸出を拡大することが，大阪バネ工業の
経営全てにプラスに働くというわけではないとの認識を持つ。商社・卸売業
者が大阪バネ工業の製品の販売から撤退する可能性があるからだ。
ただね，すべて足し算にならないのが商売の難しいところなんです。
１０足す１が１１にはならない。１０たす１が，はたまた８になる可能性
も，７になる可能性もある（２０１５年９月８日フィールド・ノーツ）。
大阪バネ工業は，商社が既に外国市場に構築している輸出製品の販売網を
活用している。しかし，その活用におけるイニシアチブは大阪バネ工業と商
社とのどちらにあると考えればよいだろうか。商社側からすると，自動車懸
架用コイルばね以外も輸出品として取り扱っている可能性があり，１つの財
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を輸出するのも２つの財を輸出するのもそれほど大きな違いがない，すなわ
ち「範囲の経済」が働いていると想定される（田中，２０１５，１４７頁）。商社
の取引相手には，大阪バネ工業以外の部品メーカーも複数存在することだろ
う。
しかし，大阪バネ工業は独自ブランドである「OBK」ブランドを有する
と共に，自社ブランド以外の２０ブランドに対してOEM製品を提供してい
る。補修部品市場の自動車懸架用コイルばね製造のトップシェア企業の可能
性が高い５４）。
吉原（２０１５）は，戦後の商社による間接輸出から，製造企業の直接輸出へ
の転換理由について２つあげている。第一は，製造企業の経営力が増強した
こと。そして第二は，間接輸出の問題が表面化したことを上げる。間接輸出
の問題とは，顧客ニーズの把握困難，市場変動の把握困難，自社独自の販売
促進実施困難，アフターサービスの困難をあげている（５５頁参照）。戦後，
間接輸出から直接輸出へと段階をたどって発展したのは，ブランド製品や高
技術力を輸出した企業（家電，自動車，電子部品，ファインケミカルなど）
を例示しており（６８頁），大阪バネ工業が扱う自動車懸架用コイルばねは，
直接輸出拡大が急速には展開しにくいかもしれない。しかし海外における補
修用の懸架用コイルばねの需要は発展途上であり，現時点では大阪バネ工業
と商社との間には相互依存関係が成立していると推測できる。
大阪バネ工業の売上の主要な部分を占めるロシアは，２０１４年にクリミア
半島を実行支配しその後併合した５５）ことで，米欧諸国から経済制裁を受け，
さらに原油安により景気低迷している。大阪バネ工業も，急速な需要減少に
見舞われた。例えば，ロシアの一家族のクルマの保有台数が２台所有から１
台へと節約志向が広がれば，販売する懸架用コイルばねの需要そのものが半
減してしまう。実質，大阪バネのロシア向けの売上は，２５～３０％ 低下した。
５４）軽自動車向けカスタム用製品製造の国内シェア４０％ を有しているという（２０１５
年９月８日フィールド・ノーツ）。
５５）日本国外務省Webページ 国・地域＞欧州＞ウクライナ 政治体制・内政，参
照。
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一方，ロシア以外の販売は微増に動いている。ただ，販売数量の伸びに関わ
らず販売価格帯が低く売上増には寄与していない（２０１５年９月８日フィー
ルド・ノーツ）。
このような状況の中で，直接輸出だけで販路を拡大することは大阪バネ工
業のような中小製造業にとって，非常に負担が大きいだろう。間接貿易を併
用しつつ販路を拡大していくことが，現実的な判断である。より多くの中小
製造業が輸出に挑戦するハードルを引き下げることこそが，間接貿易の意義
だといえる。
７．おわりに―まとめと課題の提示
本稿では，輸出中小企業を重視するという問題意識から，自動車補修部
品，中でも優良部品としての懸架用コイルばねを国内のみで製造し間接輸出
する中小製造業者の事例を通して，海外需要開拓の現状と商社との関係，当
該中小製造業者の強みを明らかにしてきた。特にリバース・エンジニアリン
グによる技術情報の蓄積が，大きく寄与していることを確認した。
しかし海外市場において当該中小製造業者は，メイド・イン・ジャパンを
ブランドとして確立し，安定的に海外需要を取り込めるまでには至っていな
い。海外市場の動向によって，売上の変動も存在することから，商社との相
互依存関係である現在の間接輸出の形態は有効であると考えられる。
経済のグローバル化が進展すると企業の国際化が段階的に進むという考え
方からすると，本稿で注目した間接輸出の事例は最初期段階となる。しか
し，経済成長が緩やかな時期では，かつての線形的な発展の方向性だけでは
ない視点も必要になる。それは，中小製造業者と商社・卸売業者との相互利
益が成立する安定した段階の存在だ。このことが，「適切な国際化」（遠原，
２０１２）と言えるのではないか。当該市場が成長の閾値を超えるまで，中小製
造業者と商社・卸売業者双方が互いに最適な条件を探り合う状況が維持され
る。もし現在のような状況下で直接輸出のみに注目することは，全体として
のバランスを崩す可能性を孕むと筆者は考える。
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インプリケーション―構造的視点
大阪バネ工業が立地する東大阪市高井田地区は，都市型産業集積としても
注目されてきた。様々な分業が存在し需要が増大するという外部経済が成立
するといわれる。福留（２０１６）は，東大阪市と八尾市との境界付近に立地す
る二輪自動車レース活動も行う補修部品製造の小規模事業者への実態調査研
究を行った。福留（２０１６）には記載がないが，福留の研究報告から関連企業
がかつて集中して立地していたことが示されている５６）。清水（２０１６）は，大
阪市生野区田島にある石碑からかつてその土地にメガネレンズ製造企業が集
中して立地していたことを再発見した。メガネレンズ製造企業の多くが衰退
したが，現在でも存続する企業について実態調査研究を行った。都市型産業
集積には，多様な需要が存在し，その需要が変化しながらも継続してさらに
新たな需要がもたらされてきた。大阪バネ工業も都市型産業集積に立地する
ことで，多様な需要に応えることが可能になり，加工情報の蓄積に繋がった
と考えられる。
粂野・首藤（２０１０）は，都市型産業集積（大都市圏工業集積）である東京
都大田区と比較して，東大阪市の事業所数の減少率が小さいことに注目す
る。東京都大田区が特定加工に特化し生産構造の広域化に伴い集積内の事業
所数を減少させるのに対して，東大阪市は自社製品を生産するトップシェア
企業といわれる企業が数多く存在していることを指摘する。国内における中
小企業が継続して操業を続けるには，「量産品から小ロットへ」という認識
があるが，これを再検討することを述べる（１３５頁及び注３８参照）。また，
東大阪市を含む大阪の特徴として，商社などの存在も指摘している（１３８
頁）。渡辺幸男が示す，国内完結型生産構造が広域化していく変化に注目す
るだけではなく，異なる視点からのアプローチを示しているといえよう。本
稿では，間接輸出を行う中小製造業者の実態からの側面を明らかにできたと
考えている。
最後に本稿の課題を述べる。本稿は，間接輸出について中小製造業者から
５６）福留義章君も筆者の指導学生である。
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金額 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年
ぜんまいばね ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
その他の金属ばね １，１１０ ２３８ ７６８ １１７ １，０１６ １，６２３ ９３０ １，５０９
合計 １，１１０ ２３８ ７６８ １１７ １，０１６ １，６２３ ９３０ １，５０９
補表 日本ばね工業会 会員輸出統計（ぜんまいばね・その他の金属ばね）（１～１２月）
単位：百万円
出所）一般社団法人日本ばね工業会，「会員輸出統計表」各版（重量及び金額）から，筆者作
成。
http://www.spring.or.jp/data.php 2016 年 10 月 6 日確認。
実態に迫った。商社側から海外市場開拓における新製品開発や新需要の掘り
起こしなどの解明が課題として挙げられる５７）。また本稿では簡単に触れるに
とどまったが，補修部品市場の動向から，関連企業（商社・卸売業者，部品
メーカーなど）が輸出に向かわざるをえない状況があると推測できる。補修
部品市場の最近の動向について明らかにすることも今後の課題としたい。
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Current Status and Issues of Indirect Exporting by
Japanese Manufacturing SMEs in the “Abenomics”
Era: A Case Study of Automotive Replacement Parts
(Suspension Coil Springs)
YOSHINAGA Tadakazu
This paper aims to explore the significance of indirect exporting of
Japanese SME manufacturers in the “Abenomics” era, a period that has
continued since Prime Minister Abe introduced his government’s new
economic policies in December 2012.
Focusing on SMEs, this study adopts a structural perspective on SMEs.
As a style of survey research, qualitative methods were employed.
The four purposes of this study were to (1)examine cases of indirect
exporting by SMEs, (2)provide a statistical analysis of indirect exporting, (3)
provide theoretical arguments regarding successful indirect exporting
using actual cases,and (4)provide insight into the significance of indirect
exporting.
This paper concludes that indirect exporting, which involves mutual
dependency between the SME and the export trading company, is an
effective form of exporting for SMEs in a case where the market for the
product that the manufacturer is selling is still small or its growth rate is
unstable, since SMEs need to develop overseas distribution channels while
maintaining a stable business performance.
It was found that, as a key factor contributing to the creation of a
mutually dependent relationship with the export trading company, the
SME focused on in this study performed reverse engineering, employing a
large amount of processing knowhow that the manufacturing company had
accumulated. As a condition that made possible the accumulation of such a
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large amount of processing knowhow, this paper points out the existence of
the external economy in the urban industrial cluster where the
manufacturer is located.
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